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学びあいあたたかさのある福祉文化都市をめざして
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基本目標

第３節　障害者の自立支援と社会参加

3

施　策　名

政策名（章）

基本施策名（節名）

指標名

＊年間の人件費はＨ19、Ｈ20ともに805万円/年とし、人口は、70.6万人（Ｈ20.4.1現在）、71.0万人（H21.4.1現在）とした。

10,360

福祉施設の入所者や入院中の精神障害者等が地域生活への
移行を進めるため、居住の場としてのグループホーム・ケア
ホームが必要な者を見込み、計画的に提供体制を整備するもの
（相模原市障害福祉計画上で策定した目標によるもの。）

平成17年10月1日現在の施設入所者数

平成15～17年度の実績平均

施策コード

評価担当局

施策所管課

11,328

平成17年度利用実績

平成２３年度末において、平成１７年１０月１日現在の
施設入所者の１割が地域生活へ移行することを目指す
（相模原市障害福祉計画上で策定した目標によるもの）

自立を支援する観点から、平成２３年度における福祉施設から
一般就労への移行者数を、平成１５～１７年度の平均就労者数
の４倍を目指す。
（相模原市障害福祉計画上で策定した目標によるもの）

利用者数の伸びや新たなサービス利用者の見込み数、ニーズ等
を
踏まえて居宅介護事業利用時間を見込み、計画的に提供体制を
整備するもの。
（相模原市障害福祉計画上で策定した目標によるもの）

11310

施設入所障害者の地域生活への
移行件数

基準値

平成17年度利用実績

総事業費・人員
（単位：千円・人）

340.0303.0

指標１
（単位：人）

総事業費・人員
（単位：千円・人）

指標２
（単位：人）

総事業費・人員
（単位：千円・人）

43.0

7.62

14,354.0

15.0 25.020.0

18,694.0 18,269.0

31.0 53.0

337.0 10.0

目標値 実績値実績値 目標値 目標値

10.0 18.0

目標値の考え方（根拠）指標の基準値の定義

市民一人あたりの
事業費（単位：円）

４　成果・活動指標

サービス利用者の増加及び利用者負担額の改定が主な要
因と考えられる。

人件費 205,898 211,452

事業費

自立した生活を実現するための環境づくり

年度

　障害者が住み慣れた地域で自らの意思により生活することができるよう、各々の状況に適したサービスを充実するとともに、就労や余暇活
動の支援を行うなど、障害者の社会参加に向けた施策の推進を図る。

平成19年度（決算） 増減の主な理由

３　事業費                     　　　　　　　　　　　     （単位：千円）

グループホーム・ケアホームの
利用者数

健康福祉局

障害福祉課

１　施策の目的

原　修課長名

第１章　安心して生活できる福祉社会をつくります

実績値 目標値

２　施策の概要
　「ノーマライゼーション推進・相模原プラン」～相模原市障害者福祉計画～に基づき、障害者に関する様々な施策を総合的、計画的に進
めている。また、平成１８年度から施行された自立支援給付制度等の円滑な運営及び障害者がライフステージに沿って適切なサービスや
質の高いサービスを利用できるようその整備を進めている。

福祉施設から一般就労への
移行者数

居宅介護事業の利用時間

平成20年度（決算）

7,313,906 8,042,787

指標３
（単位：時間）

総事業費・人員
（単位：千円・人）

指標４
（単位：人）

総事業費・人員
（単位：千円・人）

平成21年7月24日記入

平成21年度　施策評価シート

基準年
H22

実績値

H19 H20 H21

◆総合計画における位置付け等

20.0

指標５
（単位：　）

11,699.0

185.0

4,641,5257.15

16,530.0 18,819.0

70.0

285.0

63.041.0

290.0

4,035,362 4,795,849

6,162,007

7.15

7.62

10.72

242.0

15,442.0

3,859,0443,234,838

3,110,196

353.0

4,589,929

4,725,3903,923,452

10.82

20.89 7,138,164 21.45

5,313,384

　　 　

　 　 　 　

　

　

　

　

  



各事業が果たす施策に
対する目標の達成度合
いを把握し、効果の高い
事業を実施している

4　2　1

前回（Ｈ20）評価結果との比較分析
または優先順位の最も高い指標以外で評価した理由

4　2　1

合計
１次評価

Ａ

市民満足度調査によ
り市民ニーズを把握
し、市民の立場に立っ
て事業展開している

評価基準・
着眼点

4　2　1

4　2　1

評価点

２次評価平成１８年度改善計画書による改善が図られていない。早急に改善計画書に則った対応をすること。
課題に対する具体的解決策を示すこと。
⇒　平成１９年度に行った障害者計画策定に当たってのアンケート、ヒアリングの実施の結果からも就労や地域生活に
関する要望は多く、施策の目的である障害者の社会参加の状況を見る指標としては適正なものと判断した。
　後段は上記のとおり対応した。

10
評価結果に基づく区分（４項目の合計点数による）

　Ａ（9点以上）　　Ｂ（8点・7点・6点・5点）　　Ｃ（4点以下）

８　２次評価及び意見（１次、２次で評価に相違がある場合など、必要に応じて意見を記入）

A

７　課題と解決策（現状または、評価結果から）

有効性

視点の種類

６　１次評価（２つの視点から評価を行う）

５　市民満足度調査結果（平成21年度実施分）
○この施策の満足度は3.092で全119施策の中で95番目。
○重要度は4.056で41番目である。
○改善要望度は0.216で25番目である。

Ｈ20評価点

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

９　３次評価及び意見（評価結果及び課題・解決策について、必要に応じて意見を記入）

３次評価

B

　他市との比較による目標設定を検討すること。
（ヒアリング実施時に施策所管課から「新総合計画との整合に配慮し、指標の優先順位を指標２を１位とする」旨の申出
があったため、評価を変更した。これにより有効性１点、効率性４点、満足度２点、合計７点で評価がＢとなった。）

課題
　市民満足度調査や計画策定時に行う基礎調査、各団体等との意見交換等を行うなど的確な市民ニーズの把
握に努め、事業展開をしているが、障害者自立支援法の施行により、利用者負担の増大、事業者収入の減少
などがあり、制度への不安感を招いたといわれており、このことにより市民満足度が低下しているものと考えら
れる

解決策
　障害者自立支援法の制度や障害福祉サービスの利用に伴う利用者負担の市独自軽減策などについて機会
を捉えて周知を行い、障害や障害者に対する市民の理解促進を図るとともに、障害者が必要とするサービスを
利用しやすくなるように相談機能を充実する。

市民満足度

＊Ａは、良好、Ｂは、事務事業の見直しが必要、Ｃは、事務事業を統合・廃止の方向

4　2　1効率性

最小の経費で最大限
の効果を得られるよ
う、効率的に事業を実
施している

自立した生活を実現するための環境づくり

津久井

南部

西部
北部

70歳以上

60代

50代
40代

30代

20代

2.5

3.0

3.5

4.0

4.5

5.0

2.0 2.5 3.0 3.5 4.0

　　平均　3.234

低い　←　満足度　→　高い

高
い
　←

　
重
要
度
　→

　
低
い

平均  3.892

施策 3.092 95位 4.056 41位
２０代 3.000 81位 4.216 31位
３０代 3.019 74位 3.923 52位
４０代 3.022 86位 4.051 36位
５０代 3.086 91位 4.068 35位
６０代 3.145 91位 4.044 50位
７０歳以上 3.161 103位 4.099 33位
北部 3.107 96位 4.026 43位
西部 3.000 110位 4.000 46位
南部 3.124 69位 4.056 40位
津久井 3.000 105位 4.204 23位

満足度 重要度

施策 Ｈ21 ◆
年齢別 Ｈ21◇
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